
第１号様式（第４条関係）
年　　月　　日
福島県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金交付申請書
平成　　年度ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１　事業名
２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円
注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第２号様式（第４条関係）

年　　月　　日
福島県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業に係る事業提案書
ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金交付要綱第４条の規定に基づき、事業提案書を提出します。
【事務担当者連絡先】

	
	記入欄

	申請団体名
	

	担当者（役職・氏名）
	

	電話番号
	

	電子メール
	

	緊急連絡先
	


· 連絡先は、原則として平日の日中、連絡が可能な電話番号を記載願います。

· 平日の日中に連絡が不可能な場合は、平日で連絡可能な時間帯を記載ください。

　　（　　時～　　時頃）

ふるさと・きずな維持・再生支援事業　事業提案書
　【申請団体】

　　（取組実施主体が単独の場合は以下に記載）
	申請団体名
	

	（申請団体の）

代表者の職・氏名
	


　　
（取組実施主体が協議体の場合は以下に記載）
	申請団体名
	

	（申請団体の）

代表者の職・氏名
	

	代表団体
	団体名
	

	
	事業での役割
	

	協議体構成団体①
	団体名
	

	
	事業での役割
	

	協議体構成団体②
	団体名
	

	
	事業での役割
	

	協議体構成団体③
	団体名
	

	
	事業での役割
	

	協議体構成団体④
	団体名
	

	
	事業での役割
	

	協議体構成団体⑤
	団体名
	

	
	事業での役割
	


　　※　構成団体数に合わせて、数を追加してください。
【団体情報】
	団体ホームページ
	

	又は公開予定日
	


　　※　情報公開を行っておらず、かつ公開する見込みのない団体については応募できません。

１　事業名　
	


２　事業の目的及び課題　（２００字以内）
	※　今回申請する事業を実施することにより解決を図ろうとする、東日本大震災、若しくは、原子力災害を契機とした地域課題又は復興支援活動等を行うＮＰＯの現状等を記載下さい。




３　事業の対象者（ターゲット）　（２００字以内）
	※　当該事業の対象者について、具体的に記載願います。




４　事業の必要性　（２００字以内）
	※　当該事業を実施するにあたり、そのニーズを把握している場合は、具体的に記載願います。




５　事業内容　
【実施取組１】【　　】※実施要領第４（４）の①～③のどの分野に該当するか番号を記載してください
	（取組内容がわかる見出しを記載する）

	主な活動地域：
	実施期間：Ｈ　/　月～Ｈ　/　月末


　　【取組内容】（２００字以内）
	※　上記２の課題解決、及び、上記３の事業の必要性のため、どのような事業を実施するのか具体的かつ簡潔に記載願います。



	（昨年度採択団体のみ記載）
※　前年度に選定された団体の取組である場合は、どの点が前年度の取組から発展しているか具体的かつ簡潔に記載願います。前年度とは別の取組である場合は、記載不要です。




【実施取組２】【　　】※実施要領第４（４）の①～③のどの分野に該当するか番号を記載してください
	（取組内容がわかる見出しを記載する）

	主な活動地域：
	実施期間：Ｈ　/　月～Ｈ　/　月末


　　【取組内容】（各２００字以内）
	※　上記２の課題解決、及び、上記３の事業の必要性のため、どのような事業を実施するのか具体的かつ簡潔に記載願います。



	（昨年度採択団体のみ記載）
※　前年度に選定された団体の取組である場合は、どの点が前年度の取組から発展しているか具体的かつ簡潔に記載願います。前年度とは別の取組である場合は、記載不要です。




　　※実施取組に合わせて、数を追加してください。
６　事業効果　（各２００字以内）

	【直接的効果】
※　当該事業を実施することにより、どのような効果が生まれるか具体的に記載してください。

【波及的効果】
※　当該事業を実施することにより、どのような影響が広がり伝わっていくか記載してください。


	【情報発信】※　郵便、ＴＶや新聞、インターネット等での周知方法



７　事業スケジュール　（月ごと、箇条書き）

	月
	実施取組１
	実施取組２

	６月
	
	

	７月
	
	

	８月
	
	

	９月
	
	

	１０月
	
	

	１１月
	
	

	１２月
	
	

	１月
	
	

	２月
	
	

	３月
	
	


　　※表が足りない場合は、適宜追加してください。
８　事業の実現性　（２００字以内）
	※　当該事業が計画倒れとならないよう、現時点で確定していることや、これまでの経験・実績などを踏まえて当該事業の実現の可能性を具体的に記載してください。




９　今後の活動計画　（２００字以内）
	※　仮に今回採択された場合、来年度以降どのように活動を発展させていくか記載してください。




１０　特記事項　（アピールポイントなど）（２００字以内）

	※　特に説明しておきたい事項、アピールポイントありましたら記載してください。




１１　その他の助成金　
	① 当該申請事業について、行政以外の他の助成金も受けている。

答えが「はい」の場合のみ②へ
	はい／いいえ

	② 他の助成金を受けているが、当該申請事業と明確に区分することができる。答えが「はい」の場合のみ③へ
	はい／いいえ

	③ 他の助成金名：

他の助成金の助成対象取組：

他の助成金の助成対象経費：



※　①について、当該申請事業に対し、他の行政の助成金も受けている場合は申請できません。

※　②の回答が「いいえ」の場合は応募できません。
第３号様式（第４条関係）
ふるさと・きずな維持・再生支援事業 収支予算書
申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※積算にあたっては、すべて千円単位で計上し、千円未満の端数は切り捨てること。
【支出の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	平成　　年度
予　 算 　額
	明　　細

	人件費（共済費(法人負担分)は除く）
	
	

	諸謝金
	
	

	旅費
	
	

	需用費    a1+b1
	
	

	
	消耗品費    a1
	
	

	
	印刷製本費  b1
	
	

	役務費   a2+b2
	
	

	
	通信運搬費  a2
	
	

	
	募集広告費b2
	
	

	使用料及び会場借料
	
	

	委託料
	
	

	A.支出合計
	
	千円未満切捨


【自己資金の部】※自己資金は支出合計の１割以上が必要です。　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	平成　　年度
予　 算 　額
	明　　細

	自己資金（負担者名）
	
	

	
	寄付金等
	
	

	その他収入
	
	

	
	事業収入
	
	

	B.自己資金合計
	
	千円未満切捨


【補助金交付申請額】　　　　　　千円（A.支出合計－B.自己資金合計）
注１　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。欄が足りない場合は、適宜追加してください。

注２　「明細」欄には各区分の積算内訳として、名称、数量、単価、金額を必ず明確に記載すること。なお、「明細」については別紙として添付しても差し支えない。仕様については別途資料を添付すること。

注３　行政以外による他の補助事業も併せて利用する場合は、各補助金の使途を明確に区分し、この資金計画には、ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金を使用する部分の収支のみ記載すること。他の補助事業にかかる収支についてはこの資金計画には計上せず、別様式にて収支予算書を添付すること。また、他の補助事業の内容が分かる補助金交付要綱、要領等、使途の区分が分かる資料を添付すること。
第４号様式（第４条関係）
団 体 概 要 書

	団 体 名
	
	団体の種別
	

	代表者名
	
	設立年月日
	

	住　　所
	〒
	電　　　話
	

	
	
	Ｆ　Ａ　Ｘ
	

	担当者名
	
	電子メール
	

	役 員 数
	
	会　員　数
	

	従業者数
	有給専従：　　・有給非専従：　　・無給専従：　　・無給非専従：

	コンプライアンスの遵守
	県税等の滞納がないか
	はい・いいえ

	
	特定非営利活動法人の場合、特定非営利活動促進法２９条に定める事業報告書等について、期限内に県へ提出しているか（毎事業年度終了後３ヶ月以内）
	はい・いいえ

	
	その他、労働基準法等の関係法規を遵守しているか
	はい・いいえ

	ホームページ
	

	団体の目的
	

	主な活動地域
	

	主な活動実績
	

	これまでに受けた助成実績
	

	今年度申請

予定の補助金

・助成金
	


※　協議体が申請する場合は、協議体及び協議体の構成員となる全ての地域活動団体等について記載してください。
第５号様式（第８条関係）
年　　月　　日
　福島県知事
住　　所
名　　称

代表者の職・氏名　　　    　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業変更（中止・廃止）承認申請書
下記によりふるさと・きずな維持・再生支援事業の事業計画を変更（中止・廃止）したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第６条第１項第１号（第２号）の規定により申請します。
記
１　事業名
２　補助金の交付決定年月日及び番号
３　変更（中止・廃止）の理由
※積算にあたっては、すべて千円単位で計上し、千円未満の端数は切り捨てること。
４　変更（中止・廃止）の内容

【支出の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	変更前
予算額
	変更後
予算額
	明　　細

	人件費
	
	
	

	諸謝金
	
	
	

	旅費
	
	
	

	需要費 a1+b1
	
	
	

	
	消耗品費  a1
	
	
	

	
	印刷製本費b1
	
	
	

	役務費 a2+b2+c2
	
	
	

	
	通信運搬費a2
	
	
	

	
	募集広告費b2
	
	
	

	使用料及び会場借料
	
	
	

	委託料
	
	
	

	Ａ．支出合計
	
	
	千円未満切捨


【自己資金の部】※自己資金は支出合計の１割以上が必要です。　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	平成　　年度
予　 算 　額
	明　　細

	自己資金（負担者名）
	
	

	
	寄付金等
	
	

	
	
	
	

	その他収入
	
	

	
	事業収入
	
	

	Ｂ．自己資金合計
	
	千円未満切捨


【補助金交付申請額】　　　　　　千円（A.支出合計－B.自己資金合計）
第６号様式（第９条関係）
年　　月　　日
　福島県知事
住　　所
名　　称

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

ふるさと・きずな維持・再生支援事業実施状況報告書
　ふるさと・きずな維持・再生支援事業の遂行状況について、ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金交付要綱第９条第２項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　事業名
２　予算の執行状況（　　月　　日現在）　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	予算額
	月　日時点の執行済額
	執行済分の明細

	人件費
	
	
	

	諸謝金
	
	
	

	旅費
	
	
	

	需要費 a1+b1
	
	
	

	
	消耗品費      a1
	
	
	

	
	印刷製本費    b1
	
	
	

	役務費     a2+b2
	
	
	

	
	通信運搬費    a2
	
	
	

	
	募集広告費b2
	
	
	

	使用料及び会場借料
	
	
	

	委託料
	
	
	

	支 出 合 計
	
	
	


３　事業の実施状況
　　□　ほぼ計画どおりに進んでいる。　　□　一部計画の変更がある。

	※　活動状況について、申請書の事業内容に沿って具体的に記載してください。




注１　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第７号様式（第９条関係）
年　　月　　日
　福島県知事
住　　所
名　　称

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業完了報告書
　ふるさと・きずな維持・再生支援事業について、下記のとおり完了したので報告します。
記
	事業名
	

	交付決定年月日
	平成　　年　　月　　日付け福島県指令第　　　　号

	交付決定額
	円

	着手年月日
	平成　　年　　月　　日

	完了年月日
	平成　　年　　月　　日


注１　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
第８号様式（第10条関係）
年　　月　　日
　福島県知事
住　　所
名　　称

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業実績報告書
　下記のとおりふるさと・きずな維持・再生支援事業を実施したので、福島県補助金等の交付等に関する規則第１３条第１項の規定により、その実績を報告します。
記
１　事業名
２　事業内容　　（別紙事業実績書のとおり）
注１　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
注２　別紙１「成果調書」、別紙２「事業実績書」、別紙３「収支決算書」及び別紙４「支出整理簿」を添付してください。
第８号様式の別紙１
ふるさと・きずな維持・再生支援事業成果調書（ホームページ掲載用）
	１
	タイトル
（地域課題を踏まえて記載してください）
	

	２
	実施団体名
	

	３
	連絡先
（※ホームページに掲載する場合がありますので公開できる箇所のみ記載してください。）
	

	４
	こんなことをやりました
【400字】
	

	５
	ねらいはここです
【200字】
	

	６
	達成度の自己評価
【A,B,C,D,E】
	

	７
	こんないいことがありました
【200字】
	

	８
	少しは失敗したけれど
【200字】
	

	９
	これからこんなことをしようと思っています
【200字】
	

	10
	（協議体の場合）各団体の役割分担、上手に連携するポイントなど【400字】
	

	11
	写真（その１）
	

	
	
	（説明文）

	12
	写真（その２）
	

	
	
	（説明文）


注１　電子データで作成すること。
注２　一項目、一つのセル内で記載すること。
第８号様式の別紙２
ふるさと・きずな維持・再生支援事業　事業実績
	取組

実施主体名
	

	事業名
	

	取組実施
主体と役割分担
	・事業実施主体が協議体の場合は、全ての構成員を記載するとともにその役割について記載してください。

	実施期間
	平成　　年　　月　　日　　～　　平成　　年　　月　　日

	事業内容とスケジュール
	・実施した事業の内容、方法、経過等について記載してください。



	具体の成果
	1 直接的な効果
	・事業提案書に記載した実施取組に対する達成状況を記載してください。また、本事業により支援を受けた受益者の延べ人数を記載してください。


	
	2 波及的

効果
	・当該事業を実施することにより、どのような影響が広がり伝わっていくか記載してください。


	29年度以降の活動計画
	・今後の事業展開や取組を可能な範囲で記載してください。

	評価
（上段の該当する評価にチェックを付け、下段にその理由を記載してください）
	被災地の復興・原子力災害に係る風評被害対策・復興、被災者支援を行うＮＰＯ等の中間支援活動に関して、
□Ａ　 ：特に優れた成果が得られた
□Ｂ　 ：優れた成果が得られた
□Ｃ　 ：一定の成果が得られた
□Ｄ　 ：限定的であるが成果が得られた

	
	（上記評価の理由）


注１　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。（用紙が足りない場合は適宜追加してください。）

注２　会議体及び活動の様子が確認できる写真、成果品、受益者へのアンケート結果の写し、その他参考となる書類を添付すること。
第８号様式の別紙３
ふるさと・きずな維持・再生支援事業 収支決算書
申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【支出の部】　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	予　算　額
	決　算　額
	差　額
	備考

	人件費
	
	
	
	

	諸謝金
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	需用費  a1+b1
	
	
	
	

	
	消耗品費   a1
	
	
	
	

	
	印刷製本費 b1
	
	
	
	

	役務費 a2+b2
	
	
	
	

	
	通信運搬費 a2
	
	
	
	

	
	募集広告費b2
	
	
	
	

	使用料及び会場借料
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	

	支 出 合 計
	
	
	
	


【自己資金の部】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	予　算　額
	決　算　額
	差　額
	備考

	自己資金
	
	
	
	

	
	寄付金等
	
	
	
	

	その他収入
	
	
	
	

	
	事業収入
	
	
	
	

	自己資金合計
	
	
	
	


支出総額　　　  　　　　　　　　　円

自己資金合計　        　　　　　　円

差引額    　　　　　　　　　　　　円

注１　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。欄が足りない場合は適宜追加してください。
第８号様式の別紙４

ふるさと・きずな維持・再生支援事業支出整理簿
事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	整理

番号
	支出日
	支出先
	内　容
	支出額
	内　　訳

	
	
	
	
	
	人件費
	諸謝金
	旅費
	需用費(a1+b1)
	役務費(a2+b2)
	使用料及び

会場借料
	委託料
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	消耗品費(a1)
	印刷製本費(b1)
	
	通信運搬費（a2）
	募集広告費(b2)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　領収証の写しに整理番号を記載して添付すること。

注２　用紙が足りない場合は適宜追加してください。

注３　「内容」欄には支出内容を具体的に記載してください。
注４　補助金により取得し、又は効用の増加した価格が50万円以上の機械及び器具等がある場合、別葉にて、機械等の名称、価格、管理者及び耐用年数等を明記すること。

注５　各区分には、下記の書類を添付すること。

(1) 人件費

　 ア　人件費
(1)   積算基礎を明らかにした書類（雇用契約書、給与明細等）
(2) 　業務日報等（日付毎に従事した業務内容が分かるもの）
(3)   領収書（金額、日付、職員名が記載され、受領が確認できるもの）
 (2)　諸謝金
ア　講師料等であれば講座の開催がわかる書類（日時・内容・金額のわかるもの）
イ　振込等支払経過がわかるもの（現金支給の場合は領収証で可）
(3)　旅費
ア　積算基礎を明らかにした書類
イ　領収書又は口座振込書等（金額、日付、職員名等が記載され、受領が確認できるもの）
(4)　需用費
領収書又は口座振込書等
(5)　役務費
領収書
(6)　使用料及び会場借料
ア　積算基礎を明らかにした書類（見積書、請求書、契約書等）
イ　領収書又は口座振込書等

(7)　委託料
ア　委託契約書等の写し
イ　領収書又は口座振込書等
 (8)　その他

　　　福島県の指示に従って提出するものとする。
第９号様式（第12条関係）
年　　月　　日
　福島県知事
住　　所
名　　称

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金交付請求書
　平成　　年　　月　　日付け福島県指令第　　　　号で交付決定のあった平成　　年度ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金について、下記により金　　　　　　　円を請求します。
記
	事業名
	

	事業費
	円

	交付確定額　（Ａ）
	円

	受領済額　　（Ｂ）
	円

	精算請求額　（Ｃ）
	円

	残　　額　　（Ｄ）
	円

	振込先

金融機関名
	
	本・支店名
	

	預金種別
	
	口座番号
	

	口座名義
	


注　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第１０号様式（第13条関係）
年　　月　　日
　福島県知事
住　　所
名　　称

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金概算払請求書
　平成　　年　　月　　日付け福島県指令　　第　　　号で交付決定のあった平成　　年度ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金について、下記のとおり概算払請求します。
記
	事業名
	

	交付決定額
	円

	交付決定額の８割の額
	円

	概算払請求額
	円

	受領済額　　
	円

	残　　額　　
	円

	振込先

金融機関名
	
	本・支店名
	

	預金種別
	
	口座番号
	

	口座名義
	

	概算払が必要な理由
	

	概算払請求額の積算根拠
	


注１　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

注２　概算払を必要とすることを証する書類（事業の実施予定、概算払を必要とする理由、概算払請求額の積算根拠等　様式は任意）を添付すること。

第１１号様式（第14条関係）
年　　月　　日
　福島県知事
住　　所
名　　称

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業取得財産処分承認申請書
　ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金により取得した財産を下記により処分したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第１８条第１項の規定により申請します。
記
１　品物
２　取得価格及び時価
３　取得年月日
４　処分の方法
５　処分の理由
６　処分予定価格
注１　別に指示する資料を添付のこと。
注２　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

第１２号様式（第15条関係）

年　　月　　日
　福島県知事
住　　所
名　　称

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
ふるさと・きずな維持・再生支援事業仕入れに係る消費税相当額報告書
　　　年　　月　　日付け福島県指令　　第　　　号で交付決定のあったこの事業について、ふるさと・きずな維持・再生支援事業補助金交付要綱第１５条の規定に基づき、下記により報告します。

記

	補助金の額の確定額
	円

	補助金の確定時に減額した

仕入れに係る消費税相当額（Ａ）
	円

	消費税の申告により確定した

仕入れに係る消費税相当額（Ｂ）
	円

	補助金返還相当額（Ｂ）―（Ａ）
	円


注１　参考となる資料を添付すること。

注２　用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。
- 1 -

